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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 5,684 27.1 266 ― 25 ― 28 ―

22年3月期第2四半期 4,473 △30.1 △222 ― △253 ― △291 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 3.02 ―

22年3月期第2四半期 △34.33 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 15,635 9,272 59.3 987.20
22年3月期 14,759 9,298 63.0 989.97

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  9,272百万円 22年3月期  9,298百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00

23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 5.00 5.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 11,000 16.0 300 ― 70 ― 50 ― 5.32



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方
法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法
に基づく四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連する事項につきましては、【添付資料】3ページ「（3）連結業績予想に関
する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「2.その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ― ）、 除外 ―社 （社名 ― ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q  9,417,200株 22年3月期  9,417,200株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  24,344株 22年3月期  24,304株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q  9,392,865株 22年3月期2Q  8,480,328株
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当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、輸出や生産が穏やかに増加し、企業収益は改善傾

向にあるものの、円高、デフレの進行及び厳しい雇用・所得環境のなか、依然として先行き不透明な状

況で推移いたしました。 

 このような中、電子部品市場は期初から需要が堅調に推移し、携帯電話、薄型ＴＶ、ＰＣ等向けに増

大しました。しかし後半に入って回復基調の景気が一部景気対策の打切りも影響し先行き不透明感が広

がる中、ＰＣ、ＴＶなどデジタル機器用電子部品の需要に停滞感が出始めました。 

 このような状況で当社の受注は総じて順調でスマートフォン、ＰＮＤ、業務用無線向けに大幅増加し

ました。このため更なる生産設備の増強を図りラインの自動化と併せてワールドワイドに対応できるコ

スト及び品質確立のため生産革新を推進しました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高5,684百万円（前年同四半期比27.1％増）と

なりました。損益につきましては、営業利益266百万円（前年同四半期は222百万円の損失）、経常利益

25百万円（前年同四半期は253百万円の損失）、四半期純利益28百万円（前年同四半期は291百万円の損

失）となりました。受注、売上ともに前年同期を上回り円高、単価下落の影響はあったものの利益を確

保することが出来ました。                               

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（水晶製品事業） 

当セグメントは、デジタル家電・スマートフォン向け製品を中心に堅調に推移し、コスト面での生産

革新運動等により、売上高は5,317百万円、営業利益は241百万円となりました。 

（電子機器事業） 

当セグメントは、宇宙開発関連向け製品等、総じて堅調に推移したものの、売上高は367百万円、営

業利益は21百万円となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて875百万円増加し、15,635百万

円となりました。 

（資産）  

流動資産は、前連結会計年度末に比べて97百万円減少し、9,154百万円となりました。  

 主な要因は、現金及び預金の減少によるものであります。  

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて972百万円増加し、6,480百万円となりました。  

 主な要因は、設備投資に伴う有形固定資産の増加によるものであります。 

（負債） 

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ901百万円増加し、6,362百万円

となりました。 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて924百万円増加し、5,378百万円となりました。 

 主な要因は、買掛金及び未払金の増加によるものであります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて22百万円減少し、983百万円となりました。 

 主な要因は、繰延税金負債の減少によるものであります。 

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報
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（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ26百万円減少し、9,272百万

円となりました。主な要因は、配当金の支払によるものであります。なお、自己資本比率は3.7ポイン

ト減少し、59.3％となりました。  

  

最近の業績動向を踏まえ、平成22年５月18日に公表いたしました連結業績予想を修正しております。

なお、詳細につきましては、本日（平成22年11月12日）公表の「業績予想値と実績値との差異及び業

績予想の修正並びに為替差損の計上に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

  

該当事項はありません。 

  

①固定資産の減価償却費の算定方法  

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。 

②法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する

方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成

20年３月31日）を適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益は0百万円減少し、税金等調整前四半期純損失は23百万円増加し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は33百万円であります。 

②四半期連結損益計算書の表示方法の変更 

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年

12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５

号）の適用に伴い、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

  

  

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,484,256 4,270,309

受取手形及び売掛金 2,878,388 2,482,642

商品及び製品 363,395 379,472

仕掛品 694,714 663,526

原材料及び貯蔵品 839,385 763,699

その他 895,057 692,484

貸倒引当金 △570 △470

流動資産合計 9,154,627 9,251,665

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,167,230 2,242,188

機械装置及び運搬具（純額） 2,195,607 1,986,214

土地 1,015,962 1,015,962

建設仮勘定 884,751 15,006

その他（純額） 85,531 76,183

有形固定資産合計 6,349,083 5,335,556

無形固定資産 40,662 39,719

投資その他の資産

その他 91,044 132,709

投資その他の資産合計 91,044 132,709

固定資産合計 6,480,791 5,507,986

資産合計 15,635,418 14,759,651

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,045,143 2,720,994

短期借入金 1,000,000 1,200,000

未払法人税等 21,847 18,842

賞与引当金 85,200 84,095

その他 1,226,575 430,678

流動負債合計 5,378,766 4,454,610

固定負債

退職給付引当金 759,334 743,123

役員退職慰労引当金 123,210 121,870

その他 101,455 141,341

固定負債合計 983,999 1,006,334

負債合計 6,362,766 5,460,945

－ 4 －

東京電波㈱(6900)　平成23年３月期　第２四半期決算短信



(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,703,600 3,703,600

資本剰余金 4,134,160 4,134,160

利益剰余金 1,474,622 1,493,182

自己株式 △32,017 △31,990

株主資本合計 9,280,365 9,298,951

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,606 11,061

為替換算調整勘定 △13,319 △11,307

評価・換算差額等合計 △7,713 △246

純資産合計 9,272,652 9,298,705

負債純資産合計 15,635,418 14,759,651
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(2) 四半期連結損益計算書

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

売上高 4,473,033 5,684,765

売上原価 4,161,542 4,854,179

売上総利益 311,491 830,586

販売費及び一般管理費 533,857 563,776

営業利益又は営業損失（△） △222,366 266,810

営業外収益

受取利息 296 1,268

助成金収入 24,230 7,152

その他 7,192 6,482

営業外収益合計 31,719 14,902

営業外費用

支払利息 5,969 4,015

売上割引 2,494 2,259

為替差損 43,491 241,019

支払手数料 1,982 3,420

その他 9,024 5,778

営業外費用合計 62,962 256,492

経常利益又は経常損失（△） △253,609 25,220

特別利益

補助金収入 29,435 6,090

特別利益合計 29,435 6,090

特別損失

固定資産売却損 22 －

固定資産除却損 5,274 1,494

減損損失 38,460 1,033

環境対策費 － 5,967

事務所移転費用 － 13,287

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,124

特別損失合計 43,757 44,908

税金等調整前四半期純損失（△） △267,932 △13,597

法人税、住民税及び事業税 3,450 9,590

法人税等調整額 19,768 △51,591

法人税等合計 23,219 △42,001

少数株主損益調整前四半期純利益 － 28,404

四半期純利益又は四半期純損失（△） △291,151 28,404
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △267,932 △13,597

減価償却費 465,014 417,594

減損損失 38,460 1,033

貸倒引当金の増減額（△は減少） △264 100

支払利息 5,969 4,015

受取利息及び受取配当金 △608 △1,947

為替差損益（△は益） △668 64,083

売上債権の増減額（△は増加） △100,158 △395,746

たな卸資産の増減額（△は増加） 594,553 △90,796

仕入債務の増減額（△は減少） 594,528 324,148

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,556 1,104

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,890 1,340

退職給付引当金の増減額（△は減少） 825 16,210

固定資産売却損益（△は益） 22 －

固定資産除却損 5,274 1,494

その他の資産の増減額（△は増加） △135,814 △106,690

その他の負債の増減額（△は減少） 31,864 83,408

その他 8,088 －

小計 1,237,490 305,756

利息及び配当金の受取額 608 1,947

利息の支払額 △5,830 △3,965

法人税等の支払額 △8,610 △9,899

法人税等の還付額 48,212 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,271,870 293,839

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △122,859 △660,114

無形固定資産の取得による支出 △4,670 △4,991

投資有価証券の取得による支出 △1,627 △1,700

投資活動によるキャッシュ・フロー △129,157 △666,805

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △200,000

株式の発行による収入 655,911 －

自己株式の取得による支出 － △26

配当金の支払額 △41,964 △46,964

財務活動によるキャッシュ・フロー 613,946 △246,990

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,754 △66,095

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,760,414 △686,053

現金及び現金同等物の期首残高 2,042,617 4,270,309

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △13,254 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,789,777 3,584,256
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 該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １ 事業区分の決定方法 

   事業区分の決定にあたっては、使用目的、製造過程の方法及び市場・販売方法の類似性を勘案して 

  水晶製品事業と電子機器事業の製品系列別事業区分としております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の名称  

(1) 水晶製品事業・・・水晶振動子、水晶発振器、水晶フィルタ、人工水晶、光学用水晶、酸化亜鉛単結晶

(2) 電子機器事業・・・メカトロニクス機器、カスタム機器、高周波電力計 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米地域・・・米国 

３ 第１四半期連結会計期間において、山東東京電波電子有限公司が清算結了したことに伴い、アジア地域の区

分は削除しております。 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州・・・スウェーデン、フィンランド、ドイツ等 

(2) 北米・・・米国、カナダ、メキシコ等 

(3) アジア・・韓国、台湾、香港、中国等 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

水晶製品事業
(百万円)

電子機器事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

3,966 506 4,473 ― 4,473

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― 1 1 (1) ―

計 3,966 508 4,474 (1) 4,473

営業利益又は 
営業損失(△)

△ 313 86 △ 227 4 △ 222

【所在地別セグメント情報】

日本 
(百万円)

北米地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

3,890 582 4,473 ― 4,473

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

629 12 642 (642) ―

計 4,520 594 5,115 (642) 4,473

営業損失(△) △ 222 △ 0 △ 222 ― △ 222

【海外売上高】

欧州 北米 アジア その他の地域 計

 Ⅰ 海外売上高（百万円） 546 421 1,399 136 2,504

 Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 4,473

 Ⅲ 連結売上高に占める
12.2 9.4 31.3 3.1 56.0

   海外売上高の割合（％）
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 【セグメント情報】 

 １  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品・サービスについて国内及

び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「水晶製品事

業」及び「電子機器事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「水晶製品事業」は、水晶振動子・水晶応用製品等の製造販売をしております。「電子機器事業」は、

電子計測器・水晶製造関連機器の製造販売をしております。 

  

 ２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １ セグメント利益調整額3百万円は、未実現損益調整額であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額 
（注２）水晶製品事業 電子機器事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 5,317 367 5,684 ― 5,684

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― 0 0 △ 0 ―

計 5,317 367 5,685 △ 0 5,684

セグメント利益 241 21 263 3 266

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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